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当社が提起していた消費税の更正処分等の取消請求訴訟に係る判決に関するお知らせ 

 

当社は、過日公表したとおり、2020 年 10 月７日付けで国税当局による消費税の更正処分等(以下、｢本

件更正処分等｣といいます。)の取消しを求める訴訟を提起しておりましたが、本日、東京地方裁判所よ

り、当社の請求を棄却する旨の判決の言渡しを受けましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本件更正処分等の内容及び判決に至る経緯 

（１）本件更正処分等の内容 

投資用マンション等の居住用収益不動産の仕入れ時点で発生した、建物部分に課される仮払消

費税の仕入税額控除の取扱いに関する当社と国税当局の見解の相違に起因するものであり、2013

年 2月期から 2018年 2月期までの消費税及び地方消費税の追加納付を求めるとともに過少申告加

算税を賦課する旨のもの。(詳細は、2019 年 4 月 16 日付け｢関東信越国税局からの更正通知書受

領に関するお知らせ｣をご参照ください。) 

 

（２）経緯 

2019年04月16日 国税当局より、本件更正処分等の通知書を受領 

2019年05月28日 国税不服審判所に対して、本件更正処分等の取消しを求める審査請求 

2020年04月07日 国税不服審判所が、審査請求を棄却する旨の裁決 

2020年10月07日 本件更正処分等の取消しを求める訴訟を東京地方裁判所に提起 

2022年10月26日 東京地方裁判所による判決の言渡し 

 

 

 



 

 

 

２．判決の内容 

本件更正処分等の取消しを求める当社の請求を棄却するもの。 

 

 

３．今後の見通し 

2019 年 4 月 16 日付け｢関東信越国税局からの更正通知書受領に関するお知らせ｣にも記載のとおり、

当社は、本件更正処分等により追加納付が必要とされた税額(1 億 36 百万円)を既に納付済みであり、

2019 年 2 月期以降については税務当局の見解に従った税務処理を行っていることから、上記判決が今

期以降の業績に与える影響はありません。 

また、上記判決を受けた今後の対応につきましては判決の内容を精査した上で決定し、今後、開示

の必要が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


